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業績連動型ボーナスはどう機能したのか
―企業内労使関係の経済分析―
How performance-linked bonus system is functioning?
―An economic analysis on industrial relations at the company level―
西　尾　　功
Recently, large Japanese companies have achieved the highest-ever 
profits, while their employee’s bonuses rises only 2％ per year. Especially 
in the manufacturing industry, the so-called performance-linked bonuses 
system has become popular. Questions arise whether the employee’s bonuses 
really depend on company performances. With such backgrounds, the 
objectives of this article is to explore how performance-linked bonus systems 
are functioning. Through case studies in steel industry and an econometric 
analysis of financial statements statistics on commercial corporations, the 
author has identified, the bonus payment does not really reflect companies 
performance, but relates to labor productivity and guarantees minimum 
amount. Based on such results, the author proposes some actions by social 
partners.
Isao Nishio
JEL：J31  J51  J53
キーワード：賃金水準　労働組合 労使関係
1．はじめに
ボーナスは江戸時代の商家で丁稚・手代に支給された餅代が年末賞与の起
源と言われている。昭和 25年の朝鮮戦争時より、インフレがおさまり、経
済が安定すると、賃金に占める賞与の割合が上昇し始める。利益配分的な性
格が復活し、企業業績を反映して支給額が決められるようになった。しかし
ながら、戦後ほぼ一貫して大企業における賞与の支給は利益の変動より、は
るかに安定していた。（大湾・須田 2009）によればボーナスは戦後、企業の
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利益の変動を受けることなく安定的に支払われていたようだ。
厚生労働省「平成 29年就労条件総合調査結果の概況」によると、賞与制
度があると回答した企業が 90.1％あり、企業規模別では 100人～ 299人で
93.7％、300人～ 999人で 97.8％、1,000人以上では 96.8％と賞与制度を持
つ企業は 9割を超え、賞与を支給した企業は 95.7％、賞与を支給しなかった
企業は 4.3％となっている。
ボーナスは、これまで賃上げと共に春闘の柱であった。決算状況、経営状
況、次年度以降の収益、経営計画に至るまで、企業内で労使による多様な議
論を経て、春闘の回答日に賃金とともに回答されてきた。
支払いについては、自動車、電機などの月例賃金の何か月分を支給するか
の回答を行う方式と、標準労働者に対して具体的な金額「○○○万円」と回
答をする標準労働者分配方式がある。
しかし近年、ボーナスの支給額の決定は、企業内における団体交渉によっ
て決まるのではなく、企業業績によって決まる「業績連動型」へと変化して
きた。
「業績連動型」を導入している企業は、2018年の日本経済団体連合会の調
査によると 56.3％となり、同調査を開始した 1987年以降最高値を 2年連続
で更新しており、増加傾向にある。鉄鋼業界のように労働側の要求によって
業績連動型一時金の導入する例がある（居樹 2010）。
近年、多くの大企業の業績は史上最高益を記録するなか、従業員の賃金上
昇率は毎年 2％程度で推移している。そうしたなかで、「業績連動型」ボー
ナスが本当に「企業業績」によって決まっているのかどうかについて、疑問
が生じている。
そこで本論文は、「業績連動型」ボーナスがどのように機能してきたか経
済学的に解明し、企業経営の健全性・成長性を確保しつつ、公正な成果の分
配を実現する視点から、企業内労使関係の方向性を明らかにすることを目的
とする。
本稿の構成は以下の通りである。
1）企業業績とボーナスとの関係をめぐるこれまでの研究。
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2）「業績連動型」ボーナスとは何かを、製造業を中心に検討する。
3）「業績連動型」ボーナスの機能に関する経済学的な仮説を提示する。
4） 「業績連動型」ボーナスが普及している鉄鋼業の主要企業を事例に、経
常利益とボーナスの関係を検討する。
5）財務省『法人企業統計』を用い、「業績連動型」ボーナスに関する経済
学的仮説を、計量分析で検証する。
6）実証研究結果を踏まえ、企業内労使関係の方向性について論じる。
1．企業業績とボーナスとの関係をめぐるこれまでの研究
ボーナスと企業業績の関係については、「労働市場の柔軟性」（labor 
market flexibility）に関する国際的関心が高まった 1980年代後半に研究が進
んだ。当時、日本のボーナスが「賃金の柔軟性」を高めるとの実証的な根拠
は十分でなかった。景気変動によっても、ボーナスは一定程度安定して支給
されていたからである（OECD  1993、井口　1997）。
近年、景気回復と労働市場の需給逼迫にもかかわらず、賃金が上昇しない
ことが、大きな問題として認識された。そこでは、ボーナスの増額を通じた
賃金上昇の可能性が指摘されたにもかかわらず、ボーナス支給額の決定要因
に関する分析は、ほとんど進展がなかった（玄田 2017）。
数少ない研究としては、内閣府が組織した研究チームの研究がある。それ
らの分析結果によれば「法人企業の留保利潤が多額に上るなかで、賃金・ボー
ナスへの配分が不十分なことや、大企業では、ボーナス水準が維持されたも
のの、中小零細企業では、ボーナスがゼロの企業も増加するなど最低保障も
十分でない」（阿部 2017）。
企業業績とボーナスとの関係を説明する理論的なモデルに関しては、利潤
分配モデル（Profit-sharing model）がある。これは、企業に特殊な人的資本
が存在するために、利潤の一定比率をボーナスとすることで、その準レント
を支払っているとするものである（井上他 2006）。
こうしたなかで、大企業を中心に普及してきた「業績連動型」ボーナスに
関する経済分析は、ほとんど行われていない。本研究は、「業績連動型」ボー
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ナスの普及が与えた影響を、ケーススタデイと、財務省『法人企業統計』を
用いた多変量解析で、初めて明らかにする試みであるとともに、ボーナスに
関する企業内労使関係の在り方についても、新たな考察を行うものである。
2．業績連動型ボーナスとは何か
「業績連動型」ボーナスとは、交渉によってではなく、各々の企業が労働
組合と話し合って、企業業績に連動するボーナスの算式を作成し、これに基
づいて支払われるボーナスである。「業績連動型」を導入している企業は、
2018年の日本経済団体連合会の調査によると 56.3％となり、同調査を開始
した 1987年以降最高値を 2年連続で更新しており、増加傾向にある。業績
の指標としては「営業利益」55.1％「経常利益」41.7％、500人以上の規模
では「営業利益」が 58.7％、500人未満の規模では「経常利益」が 54.5％と
なっている。
資料出所：日本経団連（2017）1
表 1　「業績連動型」ボーナスの普及
区分 　 　 業 績 連 動 を 取 り 入 れ て い る 業績連
動を取
り入れ
ていな
い
　 集計企業数 計
生産高
売上を
基準と
する
付加価
値を基
準とす
る
営業利
益を基
準とす
る
経常利
益を基
準とす
る
その他
を基準
とする
全産業 100％ 56.3％ 16.6％ 3.7％ 55.1％ 41.7％ 18.7％ 43.7％
　 332社 187社 31社 7社 103社 78社 35社 145社
製造業 100％ 53.9％ 13.5％ 4.2％ 55.2％ 43.8％ 13.5％ 46.1％
　 178社 96社 13社 4社 53社 42社 13社 82社
非製造業 100％ 59.1％ 19.8％ 3.3％ 54.9％ 39.6％ 24.2％ 40.9％
　 154社 91社 18社 3社 50社 36社 22社 63社
1　営業利益とは、売上高からコスト（人件費や材料費、広告宣伝費など）を差し引いたもの、
即ち、企業が本業で稼いだ利益を表す。経常利益とは、営業利益以外に、有価証券の変動、
利息の受け取りや支払、為替の差損などを含めた利益をいう。なお、経常利益から、租税
支払分を差し引いたのが、純利益に該当する。本業の利益である営業利益がプラスでも、
株価や為替の変動などで、経常利益がマイナスになることもある。企業がグローバル化す
ると、本業以外の利益が大きくなり、経常利益が膨らむこともあるので、注意を要する。
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全産業 500人以上 100％ 56.1％ 17.5％ 4.2％ 57.7％ 37.8％ 18.9％ 43.9％
　 255 143社 25社 6社 84社 54社 27社 11社 2
全産業 500人未満 100％ 57.1％ 13.6％ 2.3％ 43.2％ 54.5％ 18.2％ 42.9％
　 77社 44社 6社 1社 19社 24社 8社 33社
全産業は複数回答のため合計が 100を超える
資料出所：日本経済団体連合会（2018）
「業績連動型」ボーナスの普及には、メリットのみならず、デメリットが
あると考えられる。まずメリットとして、企業側にとっては、
①経営側として年間の人件費管理が行いやすくなる（居樹 2010）。
②春闘交渉をしなくても済む。
　などが挙げられよう。
　次に、従業員側にとっては、
① 算式によってボーナス額が決まるので、わかりやすく、納得性が高いこ
とにより、ボーナス額について、従業員からの不平・不満が生じにくい。
② ボーナスが春闘の要求項目でなくなると、他の要求項目の交渉がやりや
すくなる。
従来の交渉では、春闘の賃上げの回答は 3月 14日頃が集中回答日となっ
ている。多くの企業は回答日には決算が締まっていないので、回答の根拠の
指標は決算見込みとなっており、決算が締まった後には、上振れ又は下振れ
する。このため、上振れした際には、「もっと貰えたのでは？」といった不
満の声が出ることがあったが、「業績連動」ではそうした声はでなくなった。
デメリットとしては、まず、従業員側にとっては、
①経営権を持たない従業員が、企業業績の影響を受けてしまう。
② 「業績連動型賞与」の場合に問題になりやすいのは、個人の業績評価と、
その反映結果として配分される賞与とのギャップである。例えば、「自
分は目標も達成し、業績評価は去年より良いはずなのに賞与は去年より
少ない。どうしてだ？」という問題である。」（奥平 2005）
一般的には、業績連動型ボーナスの算定式は、次のように数式化できる。
Ｂ＝α＋β＊ P
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Ｂ：一人当たりボーナス支給額
α：一人当たり定額支給額　（α＞ 0又はα＝ 0）
β：ボーナス乗数　　（β＞ 0）　（ボーナスと企業利益の比率）
Ｐ：企業利益（経常利益・営業利益など多様）
3．「業績連動型」ボーナスの機能に関する経済学的仮説
以上の動向を踏まえ、「業績連動型」ボーナスの機能について、ここで 3
つの仮説を提示する。
1）利益分配仮説
2）最低所得保障仮説
3）労使協調仮説
（1）利益分配仮説
企業利益が増加した場合、近年、株主への配当の維持を優先する傾向があ
る。しかし、「利益分配仮説」は、企業利益の増加に貢献した従業員に対し、
利益の一部を配分することは、従業員の企業経営への参加意識を高め、企業
経営を強化すると考える。即ち、ボーナスの支払いは、単に労働者への分配
を増やす目的ではなく、企業組織の強化を目指す合理的な企業行動であると
考えられる。
（2）最低所得保障仮説
最低所得保障仮説によれば、「業績連動型」ボーナスの主たる狙いは、企
業利益に伴って、ボーナスを増やすことではなく、企業利益の変動にかかわ
らず、ボーナスの最低保障を行うことにある。
鉄鋼大手 3社の「業績連動型」ボーナスには、同時に、120万円の最低保
障金額が組み込まれている。これは、日本最大の労働組合のナショナルセン
ター（連合）の要請によるところが大きい。
また、鉄鋼メーカーの二次加工メーカーＡ社においては経常利益が 4億円
以下の場合は 120万円を適用しているなど、企業規模によって、金額が異な
るものの収益の下限を設け、最低保障額を決めている。
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表 2　鉄鋼 3社の「業績連動型」ボーナスの比較
　 内　容　（算式）
A社 120万円＋（1万円×前年度製鉄セグメント事業連結経常利益／ 74.63億円）
B社 基準賞与＝ 120万円＋（3.0＊前年度単独経常利益／ 100万）
C社 120万円＋（1×（前年度全社単独経常利益／ 20.00億円））
資料出所　各社の資料に基づき筆者作成
（資料）　JFEスチールの「業績連動」ボーナスの改定について
JFEスチールは、03年の発足時から業績連動ボーナスを導入し、賞与額
算定の基準指標として「単独経常利益」を採用してきた。具体的には、経常
損益が収支トントンの場合のボーナスを 120万円とし、利益が 100億円増え
るごとに賞与が 3万円上がる仕組みになっていた。同社の新制度では基準指
標を「連結経常利益」に代えた。また、経常利益 100億円の増額に伴うボー
ナスの増額を 2万 4千円に改めた。過去 10年の実績では、「連結経常利益」
を指標にする方が、ボーナスは高くなったという。即ち、18年度賞与は「単独」
指標では 165万円だが、「連結」の場合は 168万円と計算される。ところが、
経常利益が 100億円を超える場合は 6千円の減額となった。経常損益が赤字
となった場合や経営環境に大きな変化が生じた場合は、労使による協議で決
める方式を維持するとしている（資料出所：鉄鋼新聞　2018年 5月 11日）。
従来の交渉によるボーナスにおいては、経常利益が赤字となった場合の下
限額については、明文化した取り決めもなく、最低保障額もなかった。そう
したことを考慮すると「業績連動型」は最低保障機能を新たに設けたことに
なると考えられる。
（3）労使協調仮説
「業績連動型」ボーナスを導入することで、直接的には、ボーナスをめぐ
る労使紛争を減少させ、労働損失日数を減少させる効果が予想される。
また、間接的には、ボーナスが業績に連動して支給される（これが事実で
あるかどうかは不明）ことが、従業員の労働生産性を高める努力を促す効果
が発生すると考えられる。いずれにしても、労使協調仮説によれば、ボーナ
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スの支払は、労働生産性を結果的に高めると予想される。今世紀における労
使協調の展開については、文末補論を参照されたい。
以下では、製造業における事例の観察と、財務省『法人企業統計』を用い
た計量分析で、これらの仮説の検証を試みる。
4．事例による仮説検証
「業績連動型」ボーナス」に関する 3つの仮説を検証するため、日本の鉄
鋼業を代表する、新日鐡住金、JFEスチールにおける「業績連動型」ボー
ナスの事例から、ボーナス支給額と経常利益の関係を考察してみたい。
図 1　新日鐡住金
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
経常利益（億） 415 3,212 4,019 1,600 1,380
ボーナス（万円） 120 161 170 141 138
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図 2　JFEスチール
2013年 2014年 2015年 2016年
2013年 2014年 2015年 2016年
経常利益（億）
鉄鋼のセグメント 26,916 28,738 24,451 23,491
ボーナス（万円） 140 152 119 117
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出所　各社ホームページと基幹労連のホームページから著者作成
鉄鋼大手 2社の図から
1）経常利益が悪くても、ボーナス額がそれほど下がっていない。
2）経常利益が良くても、それほど上がっていない。
　 ことがわかる。
鉄鋼各社では業績が上がっても、ボーナス支給額の調整を行って、それほ
どボーナスが上昇しないようにしている。業績が悪化した場合においても同
様に調整を行っている。
つまり、当該 2社の場合、「業績連動型」ボーナスのもとで、むしろ業績
の変動に影響されず、従業員に安定的にボーナスを支給する仕組みが機能し
ている。
この事例から、最低保障仮説が、より機能していることを示している。
5．業績連動型ボーナスの機能に関する計量分析による検証
本論文の目的は、ボーナスの支給額の決定一般のメカニズムを明らかにす
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るのでなく、「業績連動型」ボーナスの機能を解明することである2。
日本経団連は「業績連動型」のボーナスを導入しているかどうかを調査し
ているが、その調査では、企業利潤、労働生産性などは同時に調査されてい
ない。
そこで本論文では、財務省『法人企業統計』（2007年～ 2016年）のデー
タをプールし、仮説の検証を行うこととした。『法人企業統計』には、「業績
連動型」ボーナスの採用の有無に関する調査項目はないが、製造業のデータ
に絞ることにより、「業績連動型」ボーナスで決定される従業員へのボーナ
ス支給総額と、企業利潤や労働生産性の関係を、より正確に検証することが
できよう。
『法人企業統計』の集計結果から、資本金額階級（5階級）で 10年分をプー
ルし 50サンプルのデータが得られる。しかし、年・資本金階級によるプー
ルデータは、厳密な意味のパネルデータとして分析するのに適さず、安定し
た推計結果を得ることが難しい。
それにもかかわらず、本論文の仮説を検証するために、一定の前提の下で、
変数の間の安定的な関係を推定することが、十分可能と判断できる。
その際、用いる変数の観察の結果、変数相互の関係は線形でないと考える
のが妥当であり、対数線形の方程式を設計した。また、係数として推定され
2　従業員一人当たりボーナスの決定要因を厳密に分析するためには、個々人のボーナスの支
給額や支給率などを特定できるマイクロ・データを利用する必要がある。この場合、賃金
構造基本統計調査などを、統計法の手続きを経て利用しなければならないので、今後の課
題とせざるをえない。
　 実際には、ボーナスは、企業の業績だけではなく、個人の目標管理に基づく成果主義賃金
の影響を受けている場合がある。さらに、ボーナスは、企業経営が悪化すると、雇用維持
のために支給されないことも起こり得る。世界経済危機後、失業率が高まるなか、中小零
細企業でボーナスが支給されない事例が多発した。これとは反対に、好景気にも、企業が
中長期的な労働コスト増大を避けるため、基本給引上げを抑制し、その代償としてボーナ
スを高く支払うことがある。つまり、賃金決定と賞与の連動性も視野にいれなければなら
ない。
　 以上のように、一人当たりボーナス支給額の決定要因を明らかにするためには、現在のわ
が国の賃金、雇用、労働市場などの多様な変数の影響を検証する必要があると考えられる。
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る弾力性の値が、推定期間において安定的で変化しないと仮定して、推計を
行う必要がある。
〇　従業員賞与総額関数の推定
回帰方程式：　
LnY＝ a0+a1LnX1+a2LnX2+a3LnX3+a4LnX4+a5LnX5＋μ（誤差項）
推計方法：最小二乗法
推計の結果は、資本金規模変数の採用の有無で、2ケースの推計結果が得
られた（表 3）。全ての係数は、1％水準で有意であった。
表 3　従業員賞与総額関数の推計結果
被説明変数（対数） 従業員賞与総額
ケース１（資本金規模ダミーあり） ケース 2
説明変数
（対数）
係数 T値
有意
確率
共線性
係数 T値
有意
確率
共線性
許容度 VIF 許容度 VIF
従業員数 1.019*** 22.007 0.00 0.556 1.799 1.361*** 13.422 0.00 0.719 1.392
労働生産性 0.489*** 11.921 0.00 0.651 1.537 0.783*** 8.661 0.00 0.829 1.207
営業利益 0.035*** 3.767 0.00 0.559 1.790 0.094*** 4.38 0.00 0.666 1.502
資本金規模ダミー 0.373*** 15.486 0.00 0.411 2.430 0.00
定数項 ‒10.170*** ‒9.669 0.00 ‒19.335*** ‒8.938
自由度調節済決定係数 0.984 0.899
サンプル数 50 50
資料出所：筆者推計。データ出所：財務省「法人企業統計」（2007～ 2016年）
注 1）***は 1％水準で有意であることを示す。
注 2）対数線形の回帰方程式においては、推定された係数は弾力性を意味する。
推計結果の考察（ケース 1の結果を参照）
①企業の従業員数が 1％多くなると、賞与総額は 1.019％以上増える。
しかし、大企業は、事業拡大等がない限り従業員を増やすことはない。
従業員増加による賞与総額の増加は、ほとんど期待できない。
② 営業利益が 1％増えても、賞与総額は 0.035％しか高まらない。営業利
益が増加しても、賞与総額にはほとんど連動しない。
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即ち、これによって、「利益分配仮説」は成り立たないことが立証された。
③資本金規模がワンランク大きくなると賞与総額が 0.373％増加する。
しかし、資本金を上げるには、株式市場で転換社債などの発行に伴う
増資、事業規模の拡大をしなければならない。増資による賞与増加は期
待できない。
④従業員の労働生産性が 1％高まると、ボーナス総額は 0.489％増える。
労働生産性を高めることで、ボーナスを着実に高めることが可能と
いえる。労使協調による労使コミュニケーションの強化、労働損失日
数の減少及び労働生産性向上の努力などの結果と考えられる 3。
従って、「労使協調仮説」は、概ね支持されたと考えられる
しかし、日本の 1人当たり労働生産性は、81,777ドル（2016年）で、
OECD 加盟 35 ヵ国中 21 位であった（労働生産性の国際比較 2017 年版（公
益財団法人 日本生産性本部 生産性総合研究センター）。わが国の労働生産
性を高める課題については、別のところで論じたい。
6．終わりに
「業績連動型」ボーナスについて、考察してきたが、「業績連動型」と言わ
れているが、実際のところは景気変動に左右されることなく、安定的に支払
われる仕組みになっていることがわかった。
「業績連動型」ボーナスに関する 3つの仮説のうち、「利益分配仮説」は、
ほとんど成立しないことが、計量分析によって立証された。
企業の業績が落ち込んでも、ボーナス水準を維持する「最低保障仮説」の
仕組みが、大企業を中心に機能することは、事例調査で立証された。
企業の労働生産性が、ボーナス支給総額に大きな影響を与えることも、計
3　本稿で「労働生産性」は、従業員一人当たりの付加価値額を言い、付加価値額を従業員数
で除したものをいう。 これは、労働の効率性を計る尺度であり、労働生産性が高い場合は、
投入された労働力が効率的に利用されていることを示す。
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量分析によって立証された。これは、「労使協調仮説」が、ある程度有効で
あることを、裏付けるものである。
既に指摘した通り、日本の労働生産性は OECD加盟国 35か国中 21位と
国際的に見て低い。労働生産性を高め、同時に、労働分配率をあげていくこ
とで、一人あたりのボーナス、一人あたりの年収をあげていかなければなら
ないと考えられるが、連合（日本労働組合総連合会）は労働分配率をあげる
ことに対して、それほど積極的ではない。
現状では、従業員の年収もボーナスも、あまり上昇しない状況が続いてい
る。従って、ボーナスを引き上げて、働く人々の年収を引き上げていくため
には、下記の 3点を提案する。
1）各企業で、労使が協力し、労働生産性を上げる努力を強化する。
長時間労働の是正、中小企業の賃金、アルバイト、非正規社員の賃金の引
き上げなどを行い、労働生産性を高めていく。
2）労働者の意識改革
日本の労働分配率がＯＥＣＤ加盟国 35か国中 21位と国際的に見て極めて
低いことを広く知ってもらう。連合が中心となって日本の労働分配率をあげ
ていくための行動をとり、経団連も巻き込んでいく。
3）政労使間で労働分配率を上げるための政策的支援を議論する。
4）自動車メーカー「トヨタ」の内部留保が 20兆円を超えていると言われ
ているように内部留保を大幅に貯めこんでいる企業に内部留保を労働者に分
配するような政策を政府にとるように行動していく。
こうした問題を解決のため、政府、連合、経団連が問題意識を共有し、一
丸となって取り組まないと実現できない。また、労働組合のナショナルセン
ターである「連合」が、労働分配率を上がることをこれまで以上に積極的に
取り組み、連合傘下の組合に対して啓蒙活動を行い、日本全体の議論にして
いかなければならない。
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（補論）今世紀における労使協調路線の定着
（1）春闘の変化
2000年、「鉄の結束」を誇った鉄鋼労連が大手 5社にも収益格差が生じ、
賃上げは分裂回答となった。同年、自動車総連も、5年間続けてきた賃上げ
の統一要求を見送った。同業種間に収益格差が生じたことによって、春闘の
決定要素は、「世間相場」から「企業業績」へと転換し、業績主体の「業績
連動型」方式への移行を促進させることになった。
（2）雇用維持の重視
2002年の政労使雇用対策会議において「経営側は、労使は、雇用の維持・
確保が社会的使命であることを改めて認識した。即ち、これまで以上に雇用
の維持・確保に最大限の努力を行う。」ことを決め、春闘では組合側からの
要求に応え、労使間で「雇用維持協定」を締結した。景気の悪化にともなう
業績不振を労使一体となって乗り越えたことによって、労使協調が一層進
み、春闘で積み残した案件を、継続的に労使で話し合うなど、労使の話合い
が日常的に行われるようになった。
（3）労使協議機関がある事業所
労使協議機関が「ある」は 40.3％（前回 39.6％）となっている。
100人～ 299人 32.7％、300人～ 999人 52.8％と半数を超えている。
労使協議機関がある 　 40.3 ％
5000人以上 　 　 　 74.7 ％
1,000 ～ 4,999 人 66 ％
300 ～ 999 人 52.8 ％
100 ～ 299 人 32.7 ％
50 ～ 99 人 21.4 ％
30 ～ 49 人 16.4 ％
出所：厚生労働省「平成 26年労使コミュニケーション調査
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別表　従業員所与総額関数に関する記述統計
　 平均値 標準偏差 度数
従業員賞与総額（100万円） 1556191.34 1614707.405 50
従業員数（人） 2038885.48 1668313.061 50
従業員一人当たり付加価値（百万円） 7074721.856 3031826.993 50
営業利益（百万円） 2831299.78 3964150.122 50
資料出所：財務省「法人企業統計」に基づき筆者作成。
記述統計
　 平均値 標準偏差 度数
対数　従業員賞与総額 13.680 1.211 50
対数　従業員数 14.321 0.639 50
対数　一人当たり付加価値（労働生産性） 15.644 0.667 50
対数　営業利益 13.524 3.133 50
資本金規模 3.000 1.429 50
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